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【誤訳訂正書】
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【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００４５
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００４５】
　さらに、図８により、上記半径方向の各支柱部材４１０が柔軟性の各接続部材４２０に
取り付けられて、これら柔軟性の各接続部材４２０がおおよそにおいてステント４００の
長さ方向の周囲に「螺旋形の（spiral）」パタンＳに沿って進行することが分かる。柔軟
性の各接続部材４２０における各接続点４２２は柔軟性を高めるために各支柱部分４１０
に対し斜めに配置されている。概して、各接続点４２２は支柱部分４１０の中間点に配置
されている。さらに、これらの接続点４２２が支柱部分４１０を過ぎて（すなわち、支柱
部分４１０の中間点から遠く離れて接続部材４２０の方向からずれた位置に）配置される
と、公称のステント強度が上記のステントに対して比較した場合に拡張時において当然に
増大する。このような構成は上述したような短縮化を減少する。さらに、この構成は、ス
テントをバルーン・カテーテルにより内腔に供給した時に、このステントに対して捩れの
作用を全く及ぼさない。また、各支柱部分４１０に対するバルーンの摩擦がこれらの支柱
部分４１０（およびこれらと反対側の各支柱部分４２０）を拡張中に概ね同一の半径方向
の位置に維持する。ステントの捩れのあらゆる関与を減少することにより、バルーンの全
体的な滑りの関与も減少される。上記の各接続部材４２０は互いに整合していないが、こ
れらはバルーンの表面上においてそれぞれの位置に維持される。拡張時に、ステント４０
０が配置されると、各支柱部分４２０が固定して、その内腔の中において強度が高められ
る。
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